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環境影響評価に基づく地域計画 影響評価を踏まえた住民参加型適応策の計画
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不均一性を組み込んだ計画策定の枠組み不均一性を組み込んだ計画策定の枠組み

1. 河川と土地利用政策を一体的に計画すること

2. 評価が意思決定者、地域住民にわかりやすく提示されること



M:appli
:plan-8 ケーススタディーケーススタディー:: 治水オプション作成作成

■治水オプション作成の基本的考え方

a. 加害要因の制御
：洪水の軽減

b. 被害要因の制御
：氾濫原対策

1.地域において洪水を許容 a1.遊水地域の保全 b1.輪中提・住宅のかさ上げ

2.洪水との分離 a2.洪水防御 b2.移転

制御の対象
洪水との距離

■事例研究に用いた治水オプション

a1. 水田への洪水一時貯留案(50cm/80cm)
稲への被害が少ない50cm以下湛水、
集落へ被害が及ばない80cm以下湛水の二段階を設定

自然堤防高 80cm

稲の草丈 60cm

許容湛水深 50cm

畦畔高 25cm

a2. 小遊水地（洪水調整施設）案
用地は河川管理区域に編入。
現在建物が立地していない場所に水深が十分(5m)な計画遊水地を設置。

b2. 水害常襲地からの撤退案(移転)
①の50cm湛水で被害を受ける場所を参照に河口標高から3ｍ以下の地域の建物立地規制。

現状案
現状の河川計画・土地利用規制なし。
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:con ケーススタディーケーススタディー:: 結果結果
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河川・水資源、農業、水産業、生物多様性、保健・人類生態

科学技術外交




